
発行登録追補目論見書の訂正事項分 

2021 年６月 

四国電力株式会社 

１ 発行登録追補目論見書の訂正理由

2021 年６月４日付をもって提出した発行登録追補書類の添付書類である「2021 年３月期連

結会計年度（2020 年４月１日から 2021 年３月 31 日まで）の業績の概要」について、記載事項

の一部に誤りがあり、これを訂正するため、2021 年６月 14 日に訂正発行登録書を提出いたし

ました。

これに伴い、発行登録追補目論見書を後記の通り訂正いたします。

２ 訂正事項

 「2021 年３月期連結会計年度（2020 年４月１日から 2021 年３月 31 日まで）の業績の概要」



 

３ 訂正箇所 

  訂正箇所は   罫を付して表示しております。 

「2021年３月期連結会計年度（2020年４月１日から2021年３月31日まで）の業績の概要」 

連結財務諸表及び主な注記（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

  

          (単位：百万円)
         前連結会計年度 

(自 2019年４月１日 
 至 2020年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2020年４月１日 
 至 2021年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税金等調整前当期純利益 26,180 5,188

 減価償却費 59,683 58,593

 原子力発電施設解体費 2,766 3,763

 原子力廃止関連仮勘定償却費 520 465

 核燃料減損額 4,484 －

 固定資産除却損 2,699 3,124

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2,320 101

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △33 730

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △526 2,355

 売上債権の増減額（△は増加） 1,351 △6,072

 たな卸資産の増減額（△は増加） 6,332 943

 仕入債務の増減額（△は減少） △3,417 4,477

 未払又は未収消費税等の増減額 2,068 △3,026

 持分法による投資損益（△は益） △647 △945

 受取利息及び受取配当金 △1,741 △2,031

 支払利息 6,117 5,675

 その他 7,463 △8,929

 小計 110,981 64,412

 利息及び配当金の受取額 2,126 2,228

 利息の支払額 △6,258 △5,757

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 463 △8,590

 営業活動によるキャッシュ・フロー 107,313 52,293
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【表紙】

【発行登録追補書類番号】 １－関東１－８

【提出書類】 発行登録追補書類

【提出先】 四国財務局長

【提出日】 2021年６月４日

【会社名】 四国電力株式会社

【英訳名】 Shikoku Electric Power Company, Incorporated

【代表者の役職氏名】 取締役社長 社長執行役員 長井 啓介

【本店の所在の場所】 香川県高松市丸の内２番５号

【電話番号】 （087）821－5061

【事務連絡者氏名】 経理部財務グループリーダー 中野 淳

【最寄りの連絡場所】 香川県高松市丸の内２番５号

【電話番号】 （087）821－5061

【事務連絡者氏名】 経理部財務グループリーダー 中野 淳

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【今回の募集金額】 12,500百万円

【発行登録書の内容】

提出日 2019年８月９日

効力発生日 2019年８月18日

有効期限 2021年８月17日

発行登録番号 １－関東１

発行予定額又は発行残高の上限(円) 発行予定額 150,000百万円

【これまでの募集実績】

(発行予定額を記載した場合)

番号 提出年月日 募集金額(円) 減額による訂正年月日 減額金額(円)

１－関東１－１ 2019年９月11日 10,000百万円 － －

１－関東１－２ 2019年12月６日 12,500百万円 － －

１－関東１－３ 2020年５月15日 30,000百万円 － －

１－関東１－４ 2020年７月８日 12,500百万円 － －

１－関東１－５ 2020年10月８日 10,000百万円 － －

１－関東１－６ 2020年12月４日 12,500百万円 － －

１－関東１－７ 2021年５月19日 20,000百万円 － －

実績合計額(円)
107,500百万円
(107,500百万円)

減額総額(円) なし

（注） 実績合計額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額（下段（ ）書きは、発行価額の総額の合計額）に基

42,500百万円

（42,500百万円）

（注） 残額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額

（下段（ ）書きは、発行価額の総額の合計額）

に基づき算出した。

1

づき算出した。

【残額】 (発行予定額－実績合計額－減額総額)



(発行残高の上限を記載した場合)

該当事項なし

【残高】 (発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額) －円

【安定操作に関する事項】 該当事項なし

【縦覧に供する場所】 四国電力株式会社 徳島支店

（徳島県徳島市寺島本町東２丁目29番地）

四国電力株式会社 高知支店

（高知県高知市本町４丁目１番11号）

四国電力株式会社 愛媛支店

（愛媛県松山市湊町６丁目６番地２）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第一部 【証券情報】

第１ 【募集要項】

１ 【新規発行社債（短期社債を除く。）】

銘柄 四国電力株式会社 第316回社債（一般担保付）

記名・無記名の別 －

券面総額又は振替社債の総額(円) 12,500百万円

各社債の金額(円) 10万円

発行価額の総額(円) 12,500百万円

発行価格(円) 各社債の金額100円につき金100円

利率(％) 年0.13％

利払日 毎年６月25日及び12月25日

利息支払の方法

１ 利息支払の方法及び期限

(１) 本社債の利息は、払込期日の翌日から償還期日までこれ

をつけ、2021年12月25日を第１回の支払期日としてその

日までの分を支払い、その後毎年６月及び12月の各25日

にその日までの前半か年分を支払う。

(２) 利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その

前銀行営業日にこれを繰り上げる。

(３) 半か年に満たない期間につき利息を計算するときは、そ

の半か年の日割をもってこれを計算する。

(４) 償還期日後は利息をつけない。

２ 利息の支払場所

別記（(注)「10．元利金の支払」）記載のとおり。

償還期限 2024年６月25日

償還の方法

１ 償還金額

各社債の金額100円につき金100円

２ 償還の方法及び期限

(１) 本社債の元金は、2024年６月25日にその総額を償還す

る。

(２) 償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行

営業日にこれを繰り上げる。

(３) 本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替

機関」欄に定める振替機関が別途定める場合を除き、い

つでもこれを行うことができる。

３ 償還元金の支払場所

別記（(注)「10．元利金の支払」）記載のとおり。

募集の方法 一般募集
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申込証拠金(円)
各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振
替充当する。申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 2021年６月７日から2021年６月24日まで

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 2021年６月25日

振替機関
株式会社証券保管振替機構
東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

担保 電気事業法附則第17項に基づく一般担保

財務上の特約(担保提供制限)
該当条項なし（本社債は、一般担保付であり、財務上の特約は
付されない。）

財務上の特約(その他の条項) 該当条項なし

（注）１．信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付

株式会社格付投資情報センター（以下「Ｒ＆Ｉ」という。）

本社債について、当会社はＲ＆ＩからＡ＋の信用格付を2021年６月４日付で取得している。

Ｒ＆Ｉの信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務等が約定

どおりに履行される確実性（信用力）に対するＲ＆Ｉの意見である。Ｒ＆Ｉは信用格付によって、

個々の債務等の流動性リスク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク以外のリスクについ

て、何ら意見を表明するものではない。Ｒ＆Ｉの信用格付は、いかなる意味においても、現在・過

去・将来の事実の表明ではない。また、Ｒ＆Ｉは、明示・黙示を問わず、提供する信用格付、または

その他の意見についての正確性、適時性、完全性、商品性、及び特定目的への適合性その他一切の事

項について、いかなる保証もしていない。

Ｒ＆Ｉは、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じているが、これらの情

報の正確性等について独自に検証しているわけではない。Ｒ＆Ｉは、必要と判断した場合には、信用

格付を変更することがある。また、資料・情報の不足や、その他の状況により、信用格付を取り下げ

ることがある。

利息・配当の繰り延べ、元本の返済猶予、債務免除等の条項がある債務等の格付は、その蓋然性が高

まったとＲ＆Ｉが判断した場合、発行体格付または保険金支払能力とのノッチ差を拡大することがあ

る。

本社債の申込期間中に本社債に関してＲ＆Ｉが公表する情報へのリンク先は、Ｒ＆Ｉのホームページ

（https://www.r-i.co.jp/rating/index.html）の「格付アクション・コメント」及び同コーナー右下

の「一覧はこちら」をクリックして表示されるリポート検索画面に掲載されている。なお、システム

障害等何らかの事情により情報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下の

とおり。

Ｒ＆Ｉ：電話番号03-6273-7471

　

２．社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）第

66条第２号の定めに従い社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債

等振替法第67条第２項に定める場合を除き、社債券を発行することができない。

３．期限の利益喪失に関する特約

当会社は、次の各場合には本社債について期限の利益を失う。

(１)当会社が別記「償還の方法」欄第２項第(１)号及び第(２)号または別記「利息支払の方法」欄第

１項第(１)号ないし第(３)号に定める規定に違背したとき。

(２)当会社が本(注)４、本(注)５、本(注)６及び本(注)８に定める規定、条件に違背し、社債管理者

の指定する１か月を下回らない期間内にその履行または補正をしないとき。

(３)当会社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失したとき、または期限が到来したにもかか

わらずその弁済をすることができないとき。

(４)当会社が、社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、または当会社以外の社債

もしくはその他の借入金債務に対して当会社が行った保証債務について履行義務が発生したにも

かかわらず、その履行をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が

10億円を超えない場合は、この限りではない。
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(５)当会社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立てをし、または取

締役会において解散（合併の場合を除く。）の議案を株主総会に提出する旨の決議を行ったと

き。

(６)当会社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の決定、または特別清算

開始の命令を受けたとき。

(７)当会社がその事業経営に不可欠な資産に対し差押もしくは競売（公売を含む。）の申立てを受

け、または滞納処分を受けたとき、またはその他の事由により当会社の信用を害損する事実が生

じたときで、社債管理者が本社債の存続を不適当であると認めたとき。

４．社債管理者への通知

当会社は、次の各場合には、あらかじめ書面により社債管理者に通知する。

(１)事業経営に不可欠な資産を譲渡または貸与しようとするとき。

(２)当会社が当会社の重要な資産の上に担保権を設定するとき。

(３)事業の全部もしくは重要な事業の一部を休止または廃止しようとするとき。

(４)資本金または準備金の額の減少、組織変更、合併、会社分割、株式交換または株式移転（いずれ

も会社法において定義され、または定められるものをいう。）をしようとするとき。

５．社債管理者の調査権限

(１)社債管理者は、本社債の社債管理委託契約証書の定めに従い社債管理者の権限を行使し、または

義務を履行するために必要であると認めたときは、当会社並びに当会社の連結子会社及び持分法

適用会社の事業、経理、帳簿書類等に関する資料または報告書の提出を請求し、または自らこれ

らにつき調査することができる。

(２)前号の場合で、社債管理者が当会社の連結子会社及び持分法適用会社の調査を行うときは、当会

社はこれに協力する。

６．社債管理者への事業概況等の報告

(１)当会社は、随時社債管理者にその事業の概況を報告し、また、毎事業年度の決算、剰余金の配当

（会社法第454条第５項に定める中間配当を含む。）については書面をもって社債管理者にこれ

を通知する。当会社が、会社法第441条第１項の定めに従い一定の日において臨時決算を行った

場合も同様とする。

(２)当会社は、金融商品取引法に基づき作成する有価証券報告書及びその添付書類の写しを当該事業

年度終了後３か月以内に、四半期報告書の写しを当該各期間経過後45日以内に社債管理者に提出

する。金融商品取引法第24条の４の２に定める確認書及び金融商品取引法第24条の４の４に定め

る内部統制報告書についても上記各書類の取扱いに準ずる。また、当会社が臨時報告書または訂

正報告書を財務局長等に提出した場合には遅滞なくこれを社債管理者に提出する。

(３)当会社は、前号に定める報告書及び確認書について金融商品取引法第27条の30の３に基づく電子

開示手続を行う場合には、電子開示手続を行った旨を社債管理者に通知することにより、前２号

に規定する書面の提出を省略することができる。

７．債権者の異議手続における社債管理者の権限

会社法第740条第２項本文の定めは、本社債には適用されず、社債管理者は、会社法第740条第１項に

掲げる債権者の異議手続において、社債権者集会の決議によらずに社債権者のために異議を述べるこ

とはしない。

８．社債権者に通知する場合の公告の方法

本社債に関し社債権者に対し公告を行う場合は、法令または契約に別段の定めがあるときを除き、当

会社の定款所定の電子公告（ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告による公告を

することができないときは、当会社の定款所定の新聞紙並びに東京都及び大阪市において発行する各

１種以上の新聞紙。重複するものがあるときはこれを省略することができる。）または社債管理者が

認めるその他の方法によりこれを行う。また、社債管理者が社債権者のために必要と認める場合には、

社債管理者の定款所定の公告方法によりこれを行う。
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９．社債権者集会に関する事項

(１)本社債及び本社債と同一の種類（会社法第681条第１号に定めるところによる。）の社債（以下

「本種類の社債」と総称する。）の社債権者集会は当会社または社債管理者がこれを招集するも

のとし、社債権者集会の日の３週間前までに社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号

所定の事項を本(注)８に定める方法により公告する。

(２)本種類の社債の社債権者集会は東京都においてこれを行う。

(３)本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当会社が有する本種類の社債の金額の合計額

は算入しない。）の10分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、社債等振替法第86

条第１項及び第３項に定める書面を社債管理者に提示のうえ、社債権者集会の目的である事項及

び招集の理由を記載した書面を当会社または社債管理者に提出して、本種類の社債の社債権者集

会の招集を請求することができる。

10．元利金の支払

本社債にかかる元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄の振替機関の業務規程その他の規則

に従って支払われる。

11．発行代理人及び支払代理人

株式会社みずほ銀行
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２ 【社債の引受け及び社債管理の委託】

(1) 【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
(百万円)

引受けの条件

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 3,200
１ 引受人は本社債の

全額につき共同し

て引受並びに募集

の取扱いを行い、

応募額がその全額

に達しない場合に

は、その残額を引

き受ける。

２ 本社債の引受手数

料は各社債の金額

100円につき金30銭

とする。

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 2,200

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 2,200

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 2,200

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー
証券株式会社

東京都千代田区大手町一丁目９番２号 1,200

香川証券株式会社 香川県高松市磨屋町４番地の８ 600

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目17番６号 300

東洋証券株式会社 東京都中央区八丁堀四丁目７番１号 300

東海東京証券株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番１号 200

中銀証券株式会社 岡山県岡山市北区本町２番５号 100

計 ― 12,500 ―

(2) 【社債管理の委託】

社債管理者の名称 住所 委託の条件

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号
１ 社債管理者は共同して本社債

の管理を受託する。

２ 本社債の管理手数料について

は、社債管理者に期中において

年間17.5万円を支払うこととし

ている。

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号

３ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額(百万円) 発行諸費用の概算額(百万円) 差引手取概算額(百万円)

12,500 45 12,455

(2) 【手取金の使途】

手取概算額12,455百万円は、全額を社債償還資金、設備資金及び四国電力送配電株式会社への投融資資金として、

2022年３月末までに充当する予定である。なお、四国電力送配電株式会社は、当該資金を設備資金及び社債の償還

資金に充当する予定である。
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第２ 【売出要項】

該当事項なし

第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

該当事項なし
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第二部 【公開買付け又は株式交付に関する情報】

該当事項なし
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第三部 【参照情報】

第１ 【参照書類】

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参

照すること。

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度 第96期(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日) 2020年６月26日関東財務局長に提出

２ 【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度 第97期第１四半期（自 2020年４月１日 至 2020年６月30日） 2020年８月12日関東財務局長に提出

事業年度 第97期第２四半期（自 2020年７月１日 至 2020年９月30日） 2020年11月11日関東財務局長に提出

事業年度 第97期第３四半期（自 2020年10月１日 至 2020年12月31日） 2021年２月10日関東財務局長に提出

３ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（2021年６月４日）までに、金融商品取引法第24条の５第

４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を2020年６月30日

に関東財務局長に提出

４ 【訂正報告書】

訂正報告書(上記３ 臨時報告書の訂正報告書)を2020年９月30日に関東財務局長に提出

第２ 【参照書類の補完情報】

上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載さ

れた「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」及び「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出

日以後、本発行登録追補書類提出日(2021年６月４日)までの間において変更及び追加がありました。以下の内容は当

該「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」及び「事業等のリスク」を一括して記載したものであり、変更及び

追加箇所については 罫で示しています。

当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されていますが、当該事項は以下の「経営方針、経営環境及び

対処すべき課題等」及び「事業等のリスク」に記載した事項を除き、本発行登録追補書類提出日現在においてもその

判断に変更はありません。また、以下の「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」における将来に関する事項は、

本発行登録追補書類提出日（2021年６月４日）現在において判断したものです。なお、当該有価証券報告書等、以下

の「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」及び「事業等のリスク」に記載された将来に関する事項については、

その達成を保証するものではありません。

「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」

(1) 基本方針

当社グループは、「エネルギーを中心として、人々の生活に関わる様々なサービスを高い品質で提供し続けるこ

とにより、快適・安全・安心な暮らしと地域の発展に貢献する」というグループミッションを掲げており、お客さ

まから最も信頼されるパートナーとして、エネルギーから情報通信、ビジネス・生活サポートまで、多様なサービ

スをワンストップで提供できる「マルチユーティリティー企業グループ」への変革・成長をはかっていく。

　(2) 経営環境及び対処すべき課題

当社グループのコア事業である電気事業においては、電力小売全面自由化に伴う競争の進展や新型コロナウイル

ス感染拡大による経済活動の停滞など、事業を取り巻く環境は一段と厳しさを増している。

さらに、2050年までにわが国の温室効果ガスの排出を実質ゼロとする政府目標への取り組みや、分散型電源の普

及拡大、デジタル化の進展など、電気事業の構造的変化が生じている。

このように事業環境が大きく変化するなか、当社グループは、2021年３月、「よんでんグループ中期経営計画
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2025」を策定した。本中期経営計画においては、2030年度を見据えたグループビジョン「暮らしを支えるマルチユ

ーティリティー企業グループ」の実現を目指し、今後５年間を足固めの期間と位置づけ、将来に向けた当社グルー

プの変革と挑戦に係る取り組みと目標を取りまとめている。

当社グループは、事業環境の変化を将来の発展に繋がるチャンスと捉え、保有する経営資源を最大限活用してい

くとともに、地域や他の事業者の方々とも積極的に連携しながら、電気事業における収益力の向上と新たな事業・

サービスの拡大・創出に向けた取り組みを推進していく。

① 電気事業における収益力の向上

重要な基幹電源である伊方発電所３号機の運転再開に向けて、特定重大事故等対処施設設置工事の安全かつ

早期の完了に全力を尽くすとともに、その他の電源・送配電設備を含めた設備の稼働率向上と効率的な運用を

はかっていく。

電力販売においては、グループ外企業も含めた他の商品・サービスとのセット販売の拡大や料金プランの充実

など、多様な選択肢を提供することにより、既存のお客さまの繋ぎ止めや四国域外を含めた新たなお客さまの獲

得を目指すとともに、電力取引市場の有効活用などにより、収益力の向上に努めていく。

加えて、低・不稼働設備の休廃止や集約化、資機材等の調達コストの低減、新技術を活用した業務の抜本的見

直しなどにより、最適な設備形成と事業運営の効率化を徹底して進めていく。

② 情報通信事業など成長事業の拡大と新たな事業・サービスの創出

電気事業以外の分野においては、情報通信事業や海外でのエネルギー事業を中心に、今後成長が期待できる事

業の一層の拡大と収益性の向上をはかっていく。

さらに、スタートアップ企業を含む幅広い事業者の知見なども活用し、エネルギー利用の高度化・多様化を推

進するとともに、四国の地域課題解決を起点とした新たな事業・サービスの創出に取り組んでいく。

また、当社グループは、今後も、ＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）やＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）など、

持続的な企業価値創出に繋がる取り組みを積極的に進め、株主・投資家の皆さまをはじめとするステークホルダー

の方々から信頼され、評価・選択される企業グループを目指していく。

特に、脱炭素社会の実現に向けては、エネルギー供給を支える責任ある事業者として、安全確保を大前提とした

原子力の最大活用や再生可能エネルギーの開発・導入拡大、火力発電の高効率化・次世代化などによる「電源の低

炭素化・脱炭素化」、さらには、産業・運輸部門も含めた電化の推進やエネルギー利用の高度化・多様化、送配電

設備や需給運用の最適化による「電気エネルギーのさらなる活用」を推進していく。これらの取り組みを通じて、

当社のＣＯ２排出量を、2013年度に比べ、2030年度に半減し、2050年に実質ゼロ（カーボンニュートラル）とするこ

とに挑戦していく。

(3) 経営目標

上記のような取り組みを通じて、2021年３月に策定した「よんでんグループ中期経営計画2025」で掲げた、以下

の経営目標の達成を目指していく。

2025年度経営目標(連結)

ＲＯＡ ３％程度(ＲＯＥ：７％程度)

経常利益 350億円程度

自己資本比率 25％以上(有利子負債倍率：２倍以下)

営業キャッシュ・フロー 1,100億円程度

※ ＲＯＡは「事業利益(経常利益＋支払利息)÷総資産(期首・期末平均)」にて算定。

「事業等のリスク」

　当社グループでは、リスク管理の重要性を強く認識して事業運営を進めており、リスク管理の基本的事項や行動原

則などを定めた「リスク管理規程」を制定している。この規程に基づき、経営に重大な影響を及ぼす可能性のあるリ

スクについては、毎年、経営陣がチェック・アンド・レビューを実施し、次年度の経営計画に反映することで、リス

クの発生防止と低減に努めている。また、全社横断的なリスクについては、必要に応じて専門委員会を設置し、総合

的な判断のもとで適切に対処するとともに、自然災害などの非常事態においても、被害の最小化と早期復旧が図れる
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よう、個別の規程を整備し、管理体制を明確化している。さらに、危機情報が速やかに集まる窓口として「危機ホッ

トライン」を設置することにより、適切な情報共有や被害の最小化・早期復旧をはかるとともに、全従業員対象のe-

ラーニング研修などを活用することにより、危機管理意識の徹底に努めている

当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況等に重要な影響を与える可能性があると経営者

が認識している主なリスクには、次のようなものがある。

なお、文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであ

る。

電気事業に係るリスク

(1) エネルギー政策や電気事業制度

① エネルギー政策や電気事業制度の変更

当社グループでは、我が国のエネルギー需給に関する基本方針等を定めた「エネルギー基本計画」を踏まえ、

特定の電源・燃料に過度に依存しないバランスの良いエネルギー供給体制を構築している。また、電気事業制度

の見直しに適切に対応しつつ、安定的な電力供給の維持や収益機会の拡大に取り組んでいる。

今後、エネルギー政策や電気事業制度が大幅に見直された場合、その内容次第では、当社グループの業績は大

きな影響を受ける可能性がある。

② 環境規制の強化

当社グループでは、原子力や再生可能エネルギーなどのゼロエミッション電源の最大活用に加え、ＬＮＧコン

バインドサイクルの導入・石炭火力のＵＳＣ（超々臨界圧機）化による火力発電設備の高効率化などを通じて温

室効果ガスの削減をはかっている。

今後、脱炭素社会の実現に向けて環境規制が強化された場合、火力発電所の運転が制約され、供給コストが増

大するなど、当社グループの業績は大きな影響を受ける可能性がある。

(2) 原子力事業を取り巻く環境

① 原子力発電所に係る訴訟への対応

当社は、伊方発電所３号機に係る訴訟については、勝訴を目指し、同発電所の安全性を丁寧に主張している。

今後、現在係属中の訴訟の結果により、長期に亘り同発電所の運転停止を余儀なくされる場合、代替の火力燃

料費の増加などにより、当社グループの業績は大きな影響を受ける可能性がある。

② 原子力発電所に係る基準・法令等への対応

当社グループでは、原子力規制委員会が定めた新規制基準への適合をはじめとして、原子力発電事業に係る各

種法令に則り、伊方発電所を安全・安定的に運転するための取り組みを進めている。

今後、新規制基準等への適合性の確保や各種基準・法令等の変更への対応において、伊方発電所の稼働が制約

を受ける場合や追加の安全対策が必要となる場合、代替の火力燃料費の増加や設備投資の増加などにより、当社

グループの業績は大きな影響を受ける可能性がある。

③ 原子燃料サイクルや原子力発電所廃止への対応

原子力発電における使用済燃料の再処理や放射性廃棄物の処分など原子燃料サイクルに係る費用や、原子力発

電施設の解体費用については、国が定める制度措置等により不確実性が低減されている。

今後、制度措置の見直しなどが行われる場合、将来費用の見積額の増加や、再処理施設の稼働時期の遅延等に

より、当社グループの業績は大きな影響を受ける可能性がある。

(3) 市場動向

① 市場競争の進展

当社グループでは、小売市場での厳しい競争に勝ち抜くため、料金・サービス両面における施策の拡充を推進

するとともに、新市場を最大限に活用することにより、収益機会の拡大と供給コストの低減をはかっている。

今後、更に競争が進展した場合、販売電力量の大幅な減少や小売・卸販売単価の下落等により、当社グループ
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の業績は大きな影響を受ける可能性がある。

② 電力需要の変動

当社グループでは、法人分野での電化厨房等のメリット訴求による電化促進や家庭分野でのサブユーザーへの

営業による新築電化率の向上などを通じて電力需要の拡大に取り組んでいる。

今後、人口減少や省エネ機器・蓄電池等の普及拡大、冷夏・暖冬など、経済・社会情勢や天候影響等により、

電力需要が想定以上に低下すれば、設備の稼働率低下に伴う固定費の回収不足などにより、当社グループの業績

は大きな影響を受ける可能性がある。

③ 再エネ電源の普及

当社グループでは、再エネ電源の普及拡大に伴い、スポット市場など卸電力取引市場価格が影響を受ける中、

市況水準に応じた火力発電ユニットを稼働させるなど、最経済運用に努めることにより、卸販売の拡大をはかっ

ている。

今後、再エネ電源の普及拡大が一層進む場合、需給緩和による卸販売単価の大幅な低下などにより、当社グル

ープの業績は大きな影響を受ける可能性がある。

④ 燃料価格や為替相場の変動

火力発電用燃料である原油、石炭などの価格は、国際市況や為替相場の動向等により変動するが、燃料価格及

び為替相場の変動を電気料金に反映させる「燃料費調整制度」により、当社グループの業績への影響は限定的で

ある。

ただし、燃料価格や為替相場が著しく変動した場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。

(4) 設備・操業のトラブル等

当社グループでは、高品質のサービスを提供するため、設備の保守・点検を着実に実施している。また、様々

な自然災害リスクを想定し、最新の知見を反映した設備の安全性確保対策を適宜、適切に実施するとともに、自

治体、他事業者との連携強化や復旧訓練の共同実施、災害情報発信ツールの普及拡大等にも取り組んでいる。

今後、大規模な地震・津波・台風等の自然災害や設備の故障、事故等により設備の損傷や操業トラブルが発生

した場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。

その他事業活動に係るリスク

(1) 電気事業以外の事業

当社グループでは、持続的な企業価値の創出に向けて、情報通信事業や国際事業を中心とした電気事業以外の

事業について、その将来性や収益性を吟味しながら取り組むことにより、市場エリア・事業領域の拡大をはかっ

ている。

今後、内外市場環境の急速な変化や、進出国でのカントリーリスクの顕在化等により、個々の事業・案件の収

益が当初の見込みより大幅に下回る場合などには、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。

(2) コンプライアンス

当社グループでは、事業活動に関する全ての法令の遵守と、社会からの信頼と評価を得るための企業倫理の徹

底をはかるため、グループ各社に「コンプライアンス推進委員会」を設置するとともに、「よんでんグループコ

ンプライアンス推進協議会」を設置し、グループ全体でコンプライアンスの徹底に取り組んでいる。

しかしながら、法令違反や企業倫理に反した行為が発生した場合、当社グループへの社会的信用が低下し、当

社グループの業績は影響を受ける可能性がある。

(3) 感染症の流行

当社は、新型コロナウィルスを含む感染症対策として、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、「新

型インフルエンザ等対策業務計画」を策定し、感染症の発生時においても、従業員の安全確保を前提に、事業の

継続が可能な体制を整えている。
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今後、新型コロナウィルスの更なる感染拡大や長期化により、設備・修繕工事の遅延や資機材調達に支障が生

じる場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性がある。

(4) 退職給付費用及び債務に係るリスク

当社グループの退職給付費用及び債務は、割引率など数理計算上の前提条件に基づいて算出している。

今後、金利変動に伴う割引率の変更など、数理計算上の前提条件について、大幅な見直しがある場合、当社グ

ループの業績は影響を受ける可能性がある。

また、上記に掲げた参照書類としての四半期報告書（第97期第３四半期）の「第一部 企業情報 第４ 経理の状

況 ２ その他 （重要な訴訟事件等）」については、本発行登録追補書類提出日(2021年６月４日)現在以下のとお

りとなっております。変更及び追加箇所については 罫で示しています。

(重要な訴訟事件等)

伊方発電所運転差止訴訟（松山地裁）

　当社を被告とする伊方発電所３号機の運転差止めを求める訴訟が松山地方裁判所に５次(提訴は、第１次訴訟が

2011年12月、第２次訴訟が2012年３月、第３次訴訟が2013年８月、第４次訴訟が2014年６月、第５次訴訟が2019年３

月)にわたって提起されており、現在、係争中である。

伊方発電所運転差止訴訟(広島地裁)

　当社を被告とする伊方発電所１～３号機の運転差止め及び慰謝料(使用済燃料全部が搬出されるまで原告１名当た

り１万円／月)の支払いを求める訴訟が、広島地方裁判所に７次(提訴は、第１次訴訟が2016年３月、第２次訴訟が

2016年８月、第３次訴訟が2017年４月、第４次訴訟が2017年11月、第５次訴訟が2018年11月、第６次訴訟が2019年11

月、第７次訴訟が2020年10月)にわたって提起されており、現在、係争中である。

伊方発電所３号機運転差止仮処分命令申立事件(広島地裁)

　当社を相手方とする伊方発電所３号機の運転差止めを求める仮処分が、2020年３月、広島地方裁判所に申し立てら

れており、現在、係争中である。

伊方発電所運転差止訴訟(大分地裁)

　当社を被告とする伊方発電所３号機の運転差止めを求める訴訟が、大分地方裁判所に４次(提訴は、第１次訴訟が

2016年９月、第２次訴訟が2017年５月、第３次訴訟が2018年５月、第４次訴訟が2019年７月)にわたって提起されて

おり、現在、係争中である。

伊方発電所運転差止訴訟(山口地裁岩国支部)

　当社を被告とする伊方発電所２～３号機の運転差止めを求める訴訟が、2017年12月、山口地方裁判所岩国支部に提

起されており、現在、係争中である。

伊方発電所３号機運転差止仮処分命令申立事件(山口地裁岩国支部、広島高裁)

　当社を相手方とする伊方発電所３号機の運転差止めを求める仮処分が、2017年３月、山口地方裁判所岩国支部に申

し立てられ、2019年３月、同申立てを却下する決定があった。

　その後、2019年３月、広島高等裁判所に、上記決定を不服とする即時抗告がなされ、2020年１月、本案訴訟の第一

審判決の言渡しまで伊方発電所３号機の運転差止めを命じる決定があった。2020年２月、当社は、仮処分命令の取消

し等を求めて広島高等裁判所に異議を申し立てていたが、2021年３月、当社の異議を認め、仮処分命令を取消す決定

があった。これに対する最高裁判所への抗告がなされなかったため、同決定が確定した。
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第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

　四国電力株式会社 本店

　（香川県高松市丸の内２番５号）

　四国電力株式会社 徳島支店

　 （徳島県徳島市寺島本町東２丁目29番地）

　四国電力株式会社 高知支店

（高知県高知市本町４丁目１番11号）

　四国電力株式会社 愛媛支店

　 （愛媛県松山市湊町６丁目６番地２）

　株式会社東京証券取引所

　 （東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第四部 【保証会社等の情報】

該当事項なし

 
 
16



 
 

 

 

 

 

 

 

「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面 

 

 

 

 

 

                                               会   社   名    四 国 電 力 株 式 会 社 

 

 

                                               代表者の役職氏名    取締役社長 社長執行役員 長井 啓介 

 

 

 

 

 

    １ 当社は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。 

 

 

 

    ２ 当社の発行する株券は、東京証券取引所に上場されております。 

 

 

 

    ３ 電気事業法により優先弁済を受ける権利を保証されている社債（四国電力株式会社 第306回社債（一般 

担保付））を既に発行しております。 
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 
 
 
 
 

１．事業内容の概要 

 

当社グループは、電気事業のほか、情報通信事業、建設・エンジニアリング事業、エネルギー事業をはじめ、電気

機器等の製造、商事・不動産・運輸・サービス及び電気事業に関連する研究開発などの事業を行っている。 

 

 

２．主要な経営指標等の推移 

 

(1) 連結経営指標等 

回次 第92期 第93期 第94期 第95期 第96期 

決算年月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 

売上高(営業収益) (百万円) 654,013 684,537 731,775 737,274 733,187 

経常利益 (百万円) 21,971 15,924 28,000 25,128 27,952 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

(百万円) 11,147 11,349 19,675 16,995 18,092 

包括利益 (百万円) △10,568 21,839 15,926 13,649 11,868 

純資産 (百万円) 286,177 303,879 312,564 321,189 326,648 

総資産 (百万円) 1,401,750 1,301,267 1,330,226 1,353,941 1,373,640 

１株当たり純資産額 (円) 1,388.35 1,474.31 1,516.51 1,550.27 1,577.57 

１株当たり当期純利益 (円) 54.13 55.11 95.55 82.53 87.92 

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 20.4 23.3 23.5 23.6 23.6 

自己資本利益率 (％) 3.8 3.9 6.4 5.4 5.6 

株価収益率 (倍) 27.88 22.19 13.21 16.33 9.71 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 91,739 81,739 123,512 54,507 107,313 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △88,542 △60,379 △81,955 △82,400 △99,946 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,699 △16,186 △31,757 14,541 6,318 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 37,441 42,518 52,218 40,681 54,289 

従業員数 
(人) 

8,253 8,169 8,156 8,207 8,143 
[外、平均臨時従業員数] [579] [560] [574] [532] [538]

(注) １  売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 当社は、「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入し、当該信託口が保有する当社株式を連結財務諸表において自

己株式として計上している。これに伴い、１株当たり純資産額の算定上、当該信託口が保有する当社株式を期

末発行済株式総数から控除する自己株式に含めている。また、１株当たり当期純利益の算定上、当該信託口が

保有する当社株式を期中平均株式の計算において控除する自己株式に含めている。 

３  潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため、記載していない。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

回次 第92期 第93期 第94期 第95期 第96期 

決算年月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 

売上高(営業収益) (百万円) 588,020 613,198 654,368 654,076 646,373 

経常利益 (百万円) 13,342 10,432 19,602 15,708 19,468 

当期純利益 (百万円) 6,139 8,227 14,395 11,402 14,520 

資本金 (百万円) 145,551 145,551 145,551 145,551 145,551 

発行済株式総数 (千株) 223,086 223,086 223,086 223,086 223,086 

純資産 (百万円) 272,352 275,942 279,922 283,661 290,233 

総資産 (百万円) 1,348,660 1,239,942 1,259,971 1,272,903 1,289,807 

１株当たり純資産額 (円) 1,312.08 1,329.41 1,348.65 1,366.73 1,399.71 

１株当たり配当額 
(円) 

20.00 20.00 30.00 30.00 30.00 
(うち１株当たり中間配当額) (―) (―) (15.00) (15.00) (15.00)

１株当たり当期純利益 (円) 29.58 39.64 69.35 54.94 70.00 

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 20.2 22.3 22.2 22.3 22.5 

自己資本利益率 (％) 2.2 3.0 5.2 4.0 5.1 

株価収益率 (倍) 51.01 30.85 18.20 24.54 12.20 

配当性向 (％) 67.6 50.5 43.3 54.6 42.9 

従業員数 
(人) 

4,705 4,644 4,594 4,489 4,409 
[外、平均臨時従業員数] [65] [49] [51] [60] [72]

株主総利回り 
(％) 

103.3 85.3 90.0 97.8 66.5 

(比較指標：配当込みTOPIX) (89.2) (102.3) (118.5) (112.5) (101.8)

最高株価 (円) 2,144 1,509 1,553 1,596 1,395 

最低株価 (円) 1,429 914 1,132 1,266 691 

(注) １  売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 当社は、「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入し、当該信託口が保有する当社株式を財務諸表において自己株

式として計上している。これに伴い、１株当たり純資産額の算定上、当該信託口が保有する当社株式を期末発

行済株式総数から控除する自己株式に含めている。また、１株当たり当期純利益の算定上、当該信託口が保有

する当社株式を期中平均株式の計算において控除する自己株式に含めている。 

３  潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

４  最高株価及び最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 
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2021年３月期連結会計年度(2020年４月１日から 2021年３月31日まで)の業績の概要 

 

 

2021年４月28日に公表した2021年３月期連結会計年度（2020年４月１日から2021年３月31日まで） 

の連結財務諸表は以下の通りであります。 

但し、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査法人による監査は終了していないため、 

監査報告書は受領しておりません。 

なお、連結財務諸表は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当連結会計年度
(2021年３月31日)

資産の部

固定資産 1,158,444 1,190,689

有形及び無形固定資産 921,722 940,873

水力発電設備 63,935 58,593

汽力発電設備 76,038 68,868

原子力発電設備 104,053 119,799

送電設備 122,267 118,678

変電設備 75,130 80,192

配電設備 202,960 202,067

その他の固定資産 103,295 100,758

建設仮勘定及び除却仮勘定 111,375 123,491

原子力廃止関連仮勘定 43,633 43,168

使用済燃料再処理関連加工仮勘定 19,032 25,254

核燃料 93,461 93,869

加工中等核燃料 93,461 93,869

投資その他の資産 143,261 155,947

長期投資 57,203 52,968

繰延税金資産 33,452 31,728

退職給付に係る資産 2,476 8,150

その他 50,148 63,131

貸倒引当金 △19 △30

流動資産 215,195 239,734

現金及び預金 55,461 65,494

受取手形及び売掛金 96,067 101,558

リース債権及びリース投資資産 14,314 15,440

たな卸資産 28,658 27,991

その他 20,802 30,080

貸倒引当金 △109 △829

資産合計 1,373,640 1,430,424
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当連結会計年度
(2021年３月31日)

負債の部

固定負債 832,570 906,992

社債 319,987 349,988

長期借入金 326,160 370,300

退職給付に係る負債 24,318 23,909

資産除去債務 124,731 126,885

その他 37,372 35,908

流動負債 206,609 187,666

1年以内に期限到来の固定負債 74,037 44,602

コマーシャル・ペーパー － 10,000

支払手形及び買掛金 37,894 42,371

未払税金 14,942 11,900

その他 79,734 78,792

特別法上の引当金 7,811 7,811

渇水準備引当金 7,811 7,811

負債合計 1,046,992 1,102,470

純資産の部

株主資本 321,240 318,381

資本金 145,551 145,551

資本剰余金 35,198 35,198

利益剰余金 182,178 179,315

自己株式 △41,687 △41,684

その他の包括利益累計額 3,300 7,297

その他有価証券評価差額金 1,729 1,779

繰延ヘッジ損益 3,333 1,526

為替換算調整勘定 1,426 730

退職給付に係る調整累計額 △3,190 3,260

非支配株主持分 2,107 2,275

純資産合計 326,648 327,953

負債純資産合計 1,373,640 1,430,424
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2019年４月１日
　至 2020年３月31日)

当連結会計年度
(自 2020年４月１日

　至 2021年３月31日)

営業収益 733,187 719,231

電気事業営業収益 631,479 616,375

その他事業営業収益 101,708 102,855

営業費用 701,899 712,774

電気事業営業費用 611,308 621,147

その他事業営業費用 90,591 91,626

売上原価 77,181 77,566

販売費及び一般管理費 13,409 14,060

営業利益 31,288 6,456

営業外収益 5,258 6,529

受取配当金 1,141 1,483

受取利息 599 547

有価証券売却益 2 1,477

為替差益 2,254 1,369

持分法による投資利益 647 945

その他 612 705

営業外費用 8,595 7,797

支払利息 6,117 5,675

有価証券評価損 1,848 757

その他 629 1,364

経常利益 27,952 5,188

特別損失 1,772 －

減損損失 1,772 －

税金等調整前当期純利益 26,180 5,188

法人税、住民税及び事業税 6,360 2,480

法人税等調整額 1,559 △480

法人税等合計 7,919 2,000

当期純利益 18,260 3,188

非支配株主に帰属する当期純利益 167 188

親会社株主に帰属する当期純利益 18,092 2,999
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2019年４月１日
　至 2020年３月31日)

当連結会計年度
(自 2020年４月１日

　至 2021年３月31日)

当期純利益 18,260 3,188

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △823 △283

繰延ヘッジ損益 △745 △439

為替換算調整勘定 △163 △886

退職給付に係る調整額 △2,627 6,136

持分法適用会社に対する持分相当額 △2,031 △530

その他の包括利益合計 △6,391 3,997

包括利益 11,868 7,185

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 11,701 6,997

非支配株主に係る包括利益 167 188
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 145,551 35,198 170,280 △41,492 309,537

当期変動額

剰余金の配当 △6,194 △6,194

親会社株主に帰属する

当期純利益
18,092 18,092

自己株式の取得 △196 △196

自己株式の処分 △0 1 1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 11,898 △195 11,703

当期末残高 145,551 35,198 182,178 △41,687 321,240

その他の包括利益累計額
非支配

株主持分

純資産

合計その他有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 2,873 5,892 1,511 △586 9,691 1,960 321,189

当期変動額

剰余金の配当 △6,194

親会社株主に帰属する

当期純利益
18,092

自己株式の取得 △196

自己株式の処分 1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△1,143 △2,559 △84 △2,604 △6,391 147 △6,244

当期変動額合計 △1,143 △2,559 △84 △2,604 △6,391 147 5,458

当期末残高 1,729 3,333 1,426 △3,190 3,300 2,107 326,648
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　当連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 145,551 35,198 182,178 △41,687 321,240

当期変動額

剰余金の配当 △6,194 △6,194

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,999 2,999

自己株式の取得 △4 △4

自己株式の処分 △1 8 6

持分法の適用範囲の

変動
333 333

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － △2,862 3 △2,859

当期末残高 145,551 35,198 179,315 △41,684 318,381

その他の包括利益累計額
非支配

株主持分

純資産

合計その他有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 1,729 3,333 1,426 △3,190 3,300 2,107 326,648

当期変動額

剰余金の配当 △6,194

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,999

自己株式の取得 △4

自己株式の処分 6

持分法の適用範囲の

変動
△20 △20 312

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
49 △1,807 △676 6,451 4,017 167 4,185

当期変動額合計 49 △1,807 △696 6,451 3,997 167 1,305

当期末残高 1,779 1,526 730 3,260 7,297 2,275 327,953
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2019年４月１日
　至 2020年３月31日)

当連結会計年度
(自 2020年４月１日

　至 2021年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 26,180 5,188

減価償却費 59,683 58,593

原子力発電施設解体費 2,766 3,763

原子力廃止関連仮勘定償却費 520 465

核燃料減損額 4,484 －

固定資産除却損 2,699 3,675

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2,320 101

貸倒引当金の増減額（△は減少） △33 730

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △526 2,355

売上債権の増減額（△は増加） 1,351 △6,072

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,332 391

仕入債務の増減額（△は減少） △3,417 4,477

未払又は未収消費税等の増減額 2,068 1,090

持分法による投資損益（△は益） △647 △945

受取利息及び受取配当金 △1,741 △2,031

支払利息 6,117 5,675

その他 7,463 △15,201

小計 110,981 62,257

利息及び配当金の受取額 2,126 2,228

利息の支払額 △6,258 △5,757

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 463 △6,435

営業活動によるキャッシュ・フロー 107,313 52,293

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △85,809 △82,672

固定資産の売却による収入 83 207

資産除去債務の履行による支出 △529 △455

投融資による支出 △18,589 △13,854

投融資の回収による収入 4,482 6,385

定期預金の預入による支出 △1,172 △50

定期預金の払戻による収入 1,588 1,107

投資活動によるキャッシュ・フロー △99,946 △89,331

財務活動によるキャッシュ・フロー

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

－ 10,000

社債の発行による収入 45,000 65,000

社債の償還による支出 △50,000 △40,000

長期借入れによる収入 67,800 50,500

長期借入金の返済による支出 △49,946 △30,843

自己株式の取得による支出 △196 △4

配当金の支払額 △6,194 △6,194

非支配株主への配当金の支払額 △19 △20

その他 △124 △126

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,318 48,310

現金及び現金同等物に係る換算差額 △77 △116

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,607 11,155

現金及び現金同等物の期首残高 40,681 54,289

現金及び現金同等物の期末残高 54,289 65,444
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はない。 

（セグメント情報） 

① 報告セグメントの概要

当社グループは、「発電・販売事業」、「送配電事業」、「情報通信事業」、「建設・エンジニアリング事業」及び

「エネルギー事業」を報告セグメントとしている。 

② 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と同一である。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。セグメント間の内部

売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいている。 

③ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

当連結会計年度(自 2020年４月 1日 至 2021年３月 31日)   (単位：百万円) 

報告セグメント 

その他 

(注1) 
合 計 

調整額 

(注2) 

連結財務 

諸表計上額 

(注3) 

電気事業 
情報通信 
事 業 

建 設 ･
エンジニアリング
事 業

エネルギー
事 業 計 発電･販売

事 業 
送 配 電 
事  業 

売  上  高 

外部顧客への売上高 545,430 70,945 35,952 31,372 16,693 700,394 18,837 719,231 － 719,231 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
35,299 144,159 9,496 30,469 3,427 222,852 31,047 253,900 △253,900 － 

計 580,730 215,104 45,449 61,841 20,121 923,247 49,884 973,132 △253,900 719,231 

セグメント利益 △ 22,612 16,185 6,765 1,840 2,628 4,807 1,578 6,386 70 6,456 

セグメント資産 1,244,817 485,530 52,422 52,728 43,792 1,879,291 53,920 1,933,212 △502,788 1,430,424 

その他の項目 

減価償却費 
(核燃料減損額を含む)

24,996 24,398 6,229 261 1,572 57,458 2,541 60,000 △ 1,406 58,593 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額

55,629 21,617 5,172 159 555 83,134 3,995 87,129 △ 1,286 85,842 

(注)１．「その他」は、業務の種類を勘案して区分した事業セグメントのうち、報告セグメントに含まれていな

い製造事業、商事業、不動産事業、研究開発事業、生活サポート事業である。 

２．セグメント利益の調整額 70百万円、セグメント資産の調整額△502,788百万円、減価償却費の調整額 

△1,406百万円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△1,286百万円は、セグメント間取

引消去である。

３．セグメント間取引消去後のセグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致している。 

④ 報告セグメントの変更等に関する事項

2020年 4月 1日に、当社の一般送配電事業等を会社分割の方法により四国電力送配電株式会社へ承継した

ことに伴い、従来、「電気事業」としていた報告セグメントを「発電・販売事業」、「送配電事業」に区分して

いる。 
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（１株当たり情報） 

項 目 
前連結会計年度 

(自 2019年４月 １日 
 至 2020年３月 31日) 

当連結会計年度 
(自 2020年４月 １日 
 至 2021年３月 31日) 

１株当たり純資産額 1,577円 57銭 1,583円 09銭 

１株当たり当期純利益 87円 92銭 14円 58銭 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

３ １株当たり純資産額の算定上、株式給付信託（ＢＢＴ）に係る信託口が保有する当社株式については、期末

発行済株式総数の計算において控除する自己株式に含めている。なお、当連結会計年度末における当該自己

株式数は 184千株である。 

４  １株当たり当期純利益の算定上、株式給付信託（ＢＢＴ）に係る信託口が保有する当社株式については、期

中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めている。なお、当連結会計年度における当該期中平均

自己株式数は 184千株である。 

前連結会計年度 
(自 2019年４月 １日 
 至 2020年３月 31日) 

当連結会計年度 
(自 2020年４月 １日 
 至 2021年３月 31日) 

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 18,092 2,999 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属

する当期純利益 
(百万円) 18,092 2,999 

普通株式の期中平均株式数 ( 千株 ) 205,798 205,725 

(追加情報) 

(持分法適用会社の追加) 

重要性が増したため、YN Energy Pty Ltdを、当連結会計年度より持分法の適用範囲に追加している。 
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2021年３月期事業年度(第97期：2020年４月１日から 2021年３月31日まで)の業績の概要 

2021年５月18日の取締役会で承認した2021年３月期事業年度（第97期：2020年４月１日から2021年３月 

31日まで）の計算書類は以下の通りであります。 

但し、この計算書類は会社法の規定に基づくものであり、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に 

関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第 59 号）に基づいて作成した金融商品取引法の規定により提出される 

財務諸表ではなく、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査法人による監査は 

なされておりません。 

なお、計算書類は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(単位　百万円)

１,１３８,７２９ ８７３,６７１

２６８,１０３ ３４９,９８８

６０,６４１ ３６７,０００

７０,８０７ １３

１２３,１８０ ７,３３１

２０ １２６,８８５

２７３ ２２,４５２

１３,１５６

２４ １６２,１３３

４２,１０９

２,７３５ １０,０００

３１,３１０

３１ ４,３０１

２５,１５５

１８６,７５１ ２８９

１１７,９８１ １,０４９

３４６ ４７,６１６

４３,１６８ ５４

２５,２５４ ２４６

９３,８６９ ７,８１１

９３,８６９ ７,８１１

５８７,２３９ １,０４３,６１６

４１,９４９

５１６,３４８ ２６４,８２７

６,７０５ １４５,５５１

２,１４７ ３５,１９８

２０,１３３ ３５,１９８

△　　　 　４５ １２２,５４７

３２,８１９

８９,７２８

１７６,２１０ ２

６１,８１４ ８９,７２６

６２,０４５ △　３８,４７０

８,１３６

１４,１０５ ６,４９５

８５７ １,７８７

２０,３６４ ４,７０８

１０,１６５

△　　１,２７９ ２７１,３２３

１,３１４,９３９ １,３１４,９３９

原 子 力 発 電 設 備

内 燃 力 発 電 設 備

使用済燃料再処理関連加工仮勘定

退 職 給 付 引 当 金

長 期 未 払 債 務

流 動 負 債

１ 年 以 内 に 期 限 到 来 の 固定 負債

雑 固 定 負 債

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー附帯事業固定資産

事 業 外 固 定 資 産

固 定 資 産 仮 勘 定

除 却 仮 勘 定

原 子 力 廃 止 関 連 仮 勘 定

建 設 仮 勘 定

買 掛 金

未 払 金

預 り 金

貸 借 対 照 表 

２０２１ 年 ３ 月 ３１ 日現在

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　債　及　び　純　資　産　の　部

科　　　　　　目 金　　　額 科　　　　　　目 金　　　額

固 定 負 債固 定 資 産

合　　　　　　計 合　　　　　　計

社 債

長 期 借 入 金

資 産 除 去 債 務

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 )

雑 流 動 資 産

貯 蔵 品

前 払 費 用

関 係 会 社 短 期 債 権

業 務 設 備

貸 付 設 備

新エネルギー等発電設備

雑 流 動 負 債

諸 前 受 金

未 払 税 金

渇 水 準 備 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

関 係 会 社 短 期 債 務

未 払 費 用

電気事業固定資産

水 力 発 電 設 備

汽 力 発 電 設 備

自 己 株 式

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他有価証券評価差額金

資 本 金

投資その他の資産

長 期 投 資

引 当 金

負 債 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

株 主 資 本

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

核 燃 料

加 工 中 等 核 燃 料

関 係 会 社 長 期 投 資

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

そ の 他 利 益 剰 余 金

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金

純 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

諸 未 収 入 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
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(単位  百万円)

６１０,７４８ ５９０,１０９

６０３,３４２ ５８０,７３０

１１,７６３ １８６,８２６

９６,２４６ ２２６,０５７

５２,４４７ ６２,６９０

９

８８

２０７,６５４ １,１０８

１４,４２４ ４０６

２３３ ９２,１５５

２４,５２７ ９,９８３

１３６,２８０ ２２

４６５

５７,０２３

２,３９０

△　　　 ２１０

７,４０６ ９,３７９

３,５４４ ４,９８１

１,３２７ １,４０７

８０６ １,０５３

１,７２７ １,９３５

( ２０,６３８ )

７,３００ １０,３０１

５,９１０ ７,１４５

５,６７３ ３,１６５

２３７ ３,９８０

１,３８９ ３,１５５

１ １

７５７ １,４７７

６３１ １,３６８

３０８

６１８,０４９ ６００,４１０

１７,６３８

１７,６３８

△　　５,４７０

△　　７,４５１

１,９８０

１２,１６７

営 業 収 益

損 益 計 算 書 

費 用 の 部 収 益 の 部

科 目 科 目

営 業 費 用

金　　　額金　　　額

附帯事業営業費用 附帯事業営業収益

石 炭 販 売 事 業 営 業 収 益

貸 付 設 備 費

廃炉円滑化負担金相当収益

一 般 管 理 費

再 エ ネ 特 措 法 交 付 金

電気事業営業収益

水 力 発 電 費 電 灯 料

汽 力 発 電 費 電 力 料

電気事業営業費用

電力費振替勘定（貸方）

他 社 販 売 電 力 料

内 燃 力 発 電 費 使 用 済 燃 料 再 処 理 等

他 社 購 入 電 力 料

既発電料受取契約締結分

原 子 力 発 電 費

新 エ ネ ル ギ ー 等 発 電 費

賠 償 負 担 金 相 当 収 益

販 売 費

電 気 事 業 雑 収 益

原子力廃止関連仮勘定償却費

貸 付 設 備 収 益

再 エ ネ 特 措 法 納 付 金

接 続 供 給 託 送 料

雑 収 益

支 払 利 息

事 業 税

熱 供 給 事 業 営 業 収 益

石 炭 販 売 事 業 営 業 費 用

ガ ス 供 給 事 業 営 業 収 益

有 価 証 券 評 価 損

為 替 差 益

受 取 配 当 金

熱 供 給 事 業 営 業 費 用

受 取 利 息

事 業 外 収 益

固 定 資 産 売 却 益

雑 損 失

営 業 損 失

財 務 収 益

社 債 発 行 費

法 人 税 等

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 損 失

１,４７８

有 価 証 券 売 却 益

当 期 経 常 収 益 合 計

その他附帯事業営業費用

営 業 外 費 用

財 務 費 用

事 業 外 費 用

固 定 資 産 売 却 損

当 期 経 常 費 用 合 計

当 期 経 常 損 失

その他附帯事業営業収益

営 業 外 収 益

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 等

ガ ス 供 給 事 業 営 業 費 用

２０２０ 年 ４ 月 １ 日 から
２０２１ 年 ３ 月 ３１ 日 まで
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資本剰余金

海外投資等
損失準備金

繰越利益
剰余金

当事業年度期首残高 １４５,５５１ ３５,１９８ ３２,８１９ 　　 　　２ １０８,１２１ １４０,９４３ △３８,４７３ ２８３,２２０

当事業年度変動額

海外投資等損失準備金の取崩  △  　　　０ 　 　　　　０ － －

剰余金の配当 △　６,２２６ △　６,２２６ △　６,２２６

当期純損失 △１２,１６７ △１２,１６７ △１２,１６７

自己株式の取得 △　　 　　４ △　　 　　４

自己株式の処分 △　　 　　１ △　　 　　１ 　　 　　７ 　　 　　５

株主資本以外の項目の
当該事業年度変動額（純額）

当事業年度変動額合計 － － － △  　　　０ △１８,３９４ △１８,３９５ 　　 　　２ △１８,３９２

当事業年度末残高 １４５,５５１ ３５,１９８ ３２,８１９ 　　 　　２ 　８９,７２６ １２２,５４７ △３８,４７０ ２６４,８２７

当事業年度期首残高 　１,８６５ 　５,１４７ 　７,０１２ ２９０,２３３

当事業年度変動額

海外投資等損失準備金の取崩 －

剰余金の配当 △　６,２２６

当期純損失 △１２,１６７

自己株式の取得 △　　 　　４

自己株式の処分 　　 　　５

株主資本以外の項目の
当該事業年度変動額（純額）

△　　 　７７ △　　 ４３９ △　　 ５１６ △　　 ５１６

当事業年度変動額合計 △　　 　７７ △　　 ４３９ △　　 ５１６ △１８,９０９

当事業年度末残高 　１,７８７ 　４,７０８ 　６,４９５ ２７１,３２３

自己株式
株主資本

合計利益剰余金
合計

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

２０２０ 年 ４ 月 １ 日   から   ２０２１ 年 ３ 月 ３１ 日　まで

株 　　 　 主　　　   資　　　   本

資本金
利益準備金

その他利益剰余金

資本準備金

利益剰余金

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
評価・換算
差額等合計
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